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関係人口に関する
国土交通省の取組について



○ 特定の地域に訪問し継続的かつ多様な関わりを持つ関係人口（関係人口（訪問系））は、全国の18歳以
上の居住者のうちの約２割弱(約1,827万人：推計値)。

■ 全国の18歳以上の居住者に占める関係人口の割合 〇約15万人に対してインターネットアンケートを実施（18歳以上
の男女、148,831人が有効回答）
〇調査対象地域の18歳以上の人口（約10,615万人）に基
づき、男女比率及び年齢構成（4年齢区分）を踏まえて母集
団拡大推計を実施

【関係人口（訪問系）】
日常生活圏、通勤圏、業務上の支社・営業所訪問等以外

に定期的・継続的に関わりがある地域があり、かつ、訪問してい
る人（地縁・血縁的な訪問者を除く）
＜大分類＞地域における過ごし方に応じて分類
【直接寄与型】
産業の創出、商店街の空き店舗有効活用の活動、朝市・マ

ルシェへの出店活動、ボランティア、地域資源・まちなみの保全
活動、まちおこし・むらおこしにつながるようなプロジェクトの企画・
運営、又は協力・支援等
【就労型（現地就労）】
地元の企業・事業所での労働（地域における副業）、農林

漁業への就業、農林漁業者へのサポート（援農等）
【就労型（テレワーク）】
本業として普段行っている業務や仕事（テレワークなど）、訪

問地域外の業務や仕事（テレワーク/副業など）
【参加・交流型】
地域の人との交流やイベント、体験プログラム等に参加

【趣味・消費型】
地縁・血縁先以外で、地域での飲食や趣味活動等を実施

（他の活動をしていない）
【関係人口（非訪問系）】
ふるさと納税、クラウドファンディング、地場産品等購入、特定

の地域の仕事の請け負い、情報発信、オンライン活用

推計の概要

用語の定義

（注）「用語の定義」は本アンケート調査の実施上の定義であり、一般的な定義を定めているものではない。 1

関係人口について（１） 規模



移住や観光でもなく、単なる帰省でもない、
日常生活圏や通勤圏以外の特定の地域と継続的かつ多様な形で関わり、地域の課題の解決に資する人など
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（参考）国土交通省のR2実態把握調査での関係人口分類

関係人口

日常生活圏、通勤圏、業務上の支社・営業所訪問等以外に定期的・継続的に関わりがある地域があり、
かつ、訪問している人（単なる帰省などの地縁・血縁的な訪問者を除く）

関係人口
（訪問系）

ふるさと納税、クラウドファンディング、地場産品等購入、特定の地域の仕事の請け負い、
情報発信、オンライン活用

関係人口
（非訪問系）

直接寄与型
就労型

（現地就労）

就労型
（テレワーク）

趣味・消費型

• 訪問地域外での本業
や副業を訪問先で行
う（テレワーク）

地域との結びつき度の強さ
大 小

参加・交流型

約1,827万人

約251万人

約628万人 約109万人 約406万人 約181万人 約500万人

※数値は推計値（出典）「地域との関わりについてのアンケート」（国土交通省、令和２年９月実施）

• 地域の産業創出

• 地域づくりのプロジェ
クト企画・運営・協力

• 朝一、マルシェへの出
店 等

• 地元企業での労働
• 地域における副業
• 農林漁業への就業
• 農林漁業者へのサ

ポート（援農等）

• 地域の人との交流 イ

ベント、体験プログラ
ム等に参加

• 地域での消費活動や
趣味活動を楽しむ
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○ 関係人口は40歳台以下の比較的若い世代が多い。

■ 関係人口（訪問系）の年齢分布

4,276,692 

3,255,717 

3,684,747 

4,204,202 

4,914,018 

4,354,877 

3,968,311 

3,729,523 

4,151,119 

4,659,662 

3,582,440 

2,787,417 

1,994,326 

1,461,624 

4,092,540 

3,153,895 

3,606,131 

4,111,955 

4,818,200 

4,307,927 

3,961,985 

3,785,723 

4,303,891 

4,984,205 

4,113,371 

3,489,439 

2,967,094 

3,425,863 

男性（H27国勢調査人口） 女性（H27国勢調査人口）

31.0%

28.1%

26.2%

22.3%

21.6%

18.0%

15.4%

15.2%

15.7%

16.3%

15.7%

14.1%

13.0%

10.4%

27.2%

23.2%

20.7%

18.3%

15.4%

12.8%

11.9%

12.0%

11.5%

12.4%

12.2%

11.1%

14.2%

15.3%

18-24歳
25-29歳
30-34歳
35-39歳
40-44歳
45-49歳
50-54歳
55-59歳
60-64歳
65-69歳
70-74歳
75-79歳
80-84歳
85歳-

男性（関係人口（訪問系）） 女性（関係人口（訪問系））

（人）

（人）

（出典）「地域との関わりについてのアンケート」（国土交通省、令和２年９月実施）人数ベース、H27国勢調査より国土交通省国土政策局作成

【計算方法】※年齢層ごと
関係人口（訪問系）割合×H27国勢調査人口

関係人口について（２） 年齢分布
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■ 関係人口が関係人口になったきっかけ（三大都市圏及びその他地域居住者）

○ 三大都市圏からその他地域に関わり始めたきっかけとして、「親族、友人・知人が住んでいる、住んでいた」・ 「かつ
て住んでいた・職場や学校などに通っていたことがある」といった地縁・血縁的な理由を回答した人の割合が高い。

○ また、「観光・レジャーで訪れたことがある」・「仕事の関係で訪れたことがある」と回答した人も一定数存在する。

（出典）「地域との関わりについてのアンケート」（国土交通省、令和２年９月実施）

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

企業の制度で副業が認められた
企業の制度でテレワークが認められた

仕事の関係で訪れたことがある
働き方改革を背景として、地域に関心を持った

自然災害（東日本大震災等）を背景として、地域に関心を持った
現在と異なる暮らし方を求めて、地域に関心を持った

地域に対して憧れや好感、関心、共感を持った
観光・レジャーで訪れたことがある

災害ボランティアで訪れたことがある
ボランティア（災害以外）で訪れたことがある

ゼミ合宿や地域体験モニターで訪れたことがある
地域行事（祭り等）への参画で訪れたことがある

滞在拠点、ワーキングスペース等を活用して、地域を訪れたことがある
カーシェアリング等が充実していた

クラウドソーシング、ワークシェア等が充実していた
ゲストハウス・民宿等への宿泊を通じて、地域に興味がわいた

地域事情（雇用、住居等）を教えてくれる住民等との交流を通じて、地域に興味がわいた
オンライン（zoom、Slack等）を活用した関わりを通じて興味がわいた

メディア（テレビ、雑誌）等を通じて得た情報に興味がわいた
インターネットやSNS、オンラインコミュニティへの参加によって得た情報に興味がわいた

ふるさと納税やクラウドファンディング等を通じて興味がわいた
地域の特産品の購入を通じて興味がわいた

かつて住んでいた・職場や学校などに通っていたことがある
親族、友人・知人が住んでいる、住んでいた

友人・知人等が訪れている、友人・知人に誘われた
地域とのつながりをサポートする窓口・案内所等から紹介を受けた

様々な地方の情報を受け取ることが出来る交流の場等で紹介を受けた
地域を紹介するHPやSNS、オンラインコミュニティ等で紹介を受けた

特になし
その他

三大都市圏

その他地域

複数回答可

【三大都市圏】
回答者総数：13,638人
訪問地域数：26,793地域

【その他地域】
回答者総数：12,245人
訪問地域数：24,104地域

※ 関わりのある地域を最大で三地域まで回答できるものとし、各関わり先でのきっかけを集計。

関係人口について（３） 関係人口になったきっかけ
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関係人口について（４） 関係人口と移住の関係性①

■ 人口１万人当たりの関係人口（訪問系）の人数と三大都市圏からの転入超過回数

（注１）三大都市圏の市町村は含まない。
（注２）総務省「平成27年国勢調査」を活用して、「人口１万人当たりの関係人口（訪問系）」を集計。 「関係人口（訪問系）」は、「地域との関わりについてのア

ンケート（R2.8）」で実施したWEBアンケート（約15万サンプル回収）により把握した関係人口（訪問系）の数を利用しており、サンプルデータであるため関係
人口の全数を把握しているものではない。

（注３）「転入超過回数」は、総務省「住民基本台帳人口移動報告」を活用して、同一市区町村で１年間の転出者数と転入者数を比較し、転入が超過となった
年を１回としている。2012年から2019年までの８年間を集計しているため、最大で８回となっている。

（出典）国土交通省国土政策局作成
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4%
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11%

12%

2%

2%
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0.3%

0.7%

3%

2%
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0.5%
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

0人

(N=233)

0-2.5人

(N=326)

2.5-5.0人

(N=420)

5.0-7.5人

(N=135)

7.5-10.0人

(N=64)

10.0人-

(N=76)

0回 1回 2回 3回 4回 5回 6回 7回 8回三大都市圏からの転入超過回数

人口１万人当たりの関係人口（訪問系）の人数（アンケート実測値）

○ 人口１万人当たりの関係人口（訪問系）の人数が多い市区町村は、三大都市圏からの転入超過回数も多い傾向。
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○ 関係人口（訪問系）の来訪が多い地域において、三大都市圏からの移住者が多いことについては、そのような地域
では、外部の人を受け入れる環境が整っているからであると考えられる。

４回 ５回 ６回 ７回 ８回

5.0-7.5 北海道 長万部町
石川県 輪島市
岡山県 吉備中央町
大分県 国東市
鹿児島県 宇検村
沖縄県 宜野座村

北海道 東川町
滋賀県 大津市
島根県 邑南町
鹿児島県 和泊町

北海道 倶知安町
静岡県 伊東市
大分県 竹田市

山口県 周防大島町
鹿児島県 屋久島町
沖縄県 本部町
沖縄県 久米島町

長野県 原村
鹿児島県 与論町

7.5-10.0 岩手県 陸前高田市
群馬県 嬬恋村
長野県 茅野市
長野県 富士見町
長野県 山ノ内町
静岡県 松崎町
島根県 西ノ島町

宮城県 女川町
長野県 信濃町

静岡県 東伊豆町
香川県 琴平町

沖縄県 宮古島市 滋賀県 草津市

10.0以上 北海道 ニセコ町
長野県 長和町
長野県 野沢温泉村
静岡県 南伊豆町
香川県 小豆島町
熊本県 阿蘇市
熊本県 南阿蘇村
沖縄県 国頭村
沖縄県 与那国町

山梨県 早川町
山梨県 山中湖村
長野県 小谷村
島根県 海士町
鹿児島県 南種子町

長野県 売木村
沖縄県 石垣市

北海道 上士幌町
栃木県 那須町
新潟県 湯沢町

山梨県 北杜市
長野県 軽井沢町
長野県 白馬村
静岡県 熱海市
沖縄県 今帰仁村
沖縄県 恩納村
沖縄県 竹富町

人
口
一
万
人
当
た
り
の
関
係
人
口
（
訪
問
系
）
の
人
数
（
実
測
値
）

転入超過回数
■ 人口１万人当たりの関係人口（訪問系）の人数及び三大都市圏からの転入超過回数が多い市町村

関係人口について（４） 関係人口と移住の関係性②



7

【課題】
○ 近年の政府を中心とした関係人口に関する取組の推進により、地方においても関係人口の概念の定着が図られつつあるが、現場では手探りで推進の取組
が進められている状況。今後、関係人口と連携した地域づくりを全国に展開していくためには、新たな国土形成計画において目標を設定することが必要。
目標は、単純に関係人口の人数を増やすということに留まらず、例えば、
・地域活動の企画や運営に携わったり、副業等により地域の経済活動に直接寄与するなど、地域と深い関わりをもつ関係人口の割
合を増やすこと

・地域住民と関係人口の双方にとってのWell-beingが高まること
などが考えられる。

○ また、関係人口の実態を継続的に把握しながら、臨機応変に目標の在り方や対応の方向性を改善していくことが必要ではないか。
【対応の方向性】
○ 担い手確保が困難な地域で関係人口を拡大し、地域との関わり深化を促進するため、「人」、「場」、「仕組み」の観点から取組を深めていくことが必要である。
○ これらの取組に当たっては、進化するデジタル技術（VR、AI、メタバース等）を最大限活用しながら、地域との関わり深化につながるように、新しいやり方を
見いだしていくことが不可欠。

（出典）国土交通省「ライフスタイルの多様化と関係人口に関する懇談会最終とりまとめ（R3.3）」をもとに国土交通省国土政策局作成

 関係案内人、中間支援組織の育成・支援

 「小さな拠点」形成

 マッチング支援

 サテライトオフィス誘致等

 第２のふるさとづくり

 ふるさとワーキングホリデー等

 農山漁村体験

 二地域居住

【取組例】

【取組例】 【取組例】

 関係者交流等支援

連
携
・
協
働

サポート連携・協働

「人」の育成

立ち寄り

SNS
インターネット

等
バーチャルな場 関係案内所

「場」
の提供

関
与

「仕組み」
の創出

関
与

イベント等

リアル

SNS
インターネット

等
バーチャル

参加

利用

つ
な
が
り

関係人口について（５） 課題と対応の方向性

新たな国土形成計画策定に向けた検討状況
（令和4年2月21日開催 国土審議会 第5回計画部会 資料抜粋）



地方公共団体向け
二地域居住等施策推進ガイドライン

全国二地域居住等促進協議会の自治体会員に対するアンケート調査において、二地域居住等を推進するために「何をやったらよいかわ
からない」との回答が多数であったことを踏まえ、自治体の取組を後押するガイドラインを次の内容により作成。

【経済財政運営と改革の基本方針2021（抜粋）】

多様な二地域居住・多拠点居住を促進するため、保育・教育等の
住民票・居住地と紐づいたサービスの提供や個人の負担の在り方を
整理・検討し、地方自治体向けのガイドラインを本年度中に策定す
るとともに、空き家・空き地バンクの拡大・活用等を推進する。

[二地域居住等の社会的意義] [二地域居住等を推進する４つのステップ]
STEP1  地域や生活情報に関する情報発信
○地域の暮らしに関する情報

STEP2  相談窓口の設置
○窓口（相談・案内等）の設置

STEP3  きっかけづくりとなる取組の実施
○お試し居住・テレワーク・サテライトオフ
ィス等の整備
○地域住民との交流機会やプログラムの実施
○地域のファンクラブの設置

STEP4  具体的な取組支援の展開
○住まい：空き家の利活用、家賃や改修費支援
○交通：交通手段の確保や費用負担の支援
○就業環境：テレワーク環境等の整備
○保育・教育：支援制度の検討
○地域コミュニティへの溶け込み：地域の協力、
地域ルールの整理・伝達

あらゆる相談を一手
に引き受けるワンス
トップパーソン制度
（和歌山県）

TOKYO FM
「デュアルでルルル♪」
（山梨県）

体験型コンテン
ツを付けたお試
し居住（千葉県
南房総市）

区域外就学制度
を活用した二地
域間での就学制
度「デュアルス
クール」（徳島
県）

「あったか住ま
いるバンク」に
よる空き家の利
活用（栃木県栃
木市）

自治体と公共交通機関
の連携による運賃サブ
スクサービスとお試し
地方暮らし

（兵庫県丹波篠山市、京都府南丹市、滋賀県高島市/JR西日本）

○ コロナ前後の二地域居住等を取り巻く変化や近年のニーズ
○ 社会的意義と推進するためのポイントを４つのSETPで整理
○ 各ポイントに沿って自治体が取り組んできた先進的・ユニークな事例を紹介
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二地域居住等の取組（１）



個人の方が、二地域居住の魅力や始めるまでの手順・ノウハウ、体験談などについて、分かりやすく興味を持てるよう、

二地域居住をご紹介するハンドブックを作成。

二地域居住等の取組（２） 個人向け二地域居住ハンドブック
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鉄道運賃＋宿泊サブスクプラン

日本初の観光型MaaS「Izuko」

古民家活用による魅力的な滞在環境提供

港町の個性的な空き家群を面的に再生

〇古民家を活用し、宿泊、飲食等を通じて限界集落を再生

（兵庫県丹波篠山市）
お手伝い型なりわい観光コンテンツ提供

人材不足に悩むワカメ漁 ⇔ 社会貢献をしたい都市部人材
〇ＪＲ西日本と㈱KabuK Styleが提携
〇交通運賃割引・宿泊施設のサブスクにより、新たなライフ
スタイルを推進する実証事業を実施

〇伊豆の旅行において、鉄道、バスのほか、ＡＩオンデマンド
乗合交通、レンタカー、自転車等目的地までの最適ルート
検索、予約・決済が可能なシステム

〇地域に多数存在していて問題になっている空き家を改
築し、地域の生活感ある新しい宿泊の受け皿を用意し、
柔軟な滞在環境を提供

（広島県尾道市）

（三重県鳥羽市）

地域の課題解決に参画するコンテンツ提供

体験にとどまらず、「第２のふるさと」化

①滞在コンテンツ ②滞在環境

〇マルシェ等により新たな交流を創出し、魅力的な生業・居
住環境等を提供

③移動環境

（山梨県北杜市）

〇多世代が集う社員研修の中で、地方部でコメ作りに参画
〇荒地の整備から田植え、収穫までを経験。

地域の課題解決参画により、「第２のふるさと」化

〇 インバウンドが本格的に回復するまでには時間がかかるため、国内観光需要の掘り起こしが必要。
〇 新型コロナウイルス感染症の影響により、密を避け、自然環境に触れる旅へのニーズが増加。また、大都市にはふるさとを持たない若
者が増え、田舎にあこがれを持って関わりを求める動きも存在。

〇 こうした新しい動きも踏まえ、働き方や住まい方が流動化している今、
① いわば「第２のふるさと」を作って、「何度も地域に通う旅、帰る旅」という新たなスタイルを推進・定着させ、
② 地域が一体となって「稼げる地域」とし、地域活性化を図りたい。

⇒ 令和４年度、モデル実証を展開し、実践を通じ更に課題を見出し、次年度以降の事業に活かしていく。
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第２のふるさとづくりプロジェクト（「何度も地域に通う旅、帰る旅」）



第２のふるさとづくりプロジェクト（「何度も地域に通う旅、帰る旅」）

11

モデル実証事業
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さいごに

■ お問合せ先

 関係人口の実態把握調査等の詳細は以下をご覧ください。

 ご質問など何かございましたら、お気軽にご連絡ください。

■ データ等掲載ＨＰ

国土交通省HP（関係人口実態把握調査、ライフスタイルの多様化と関係人口に関する懇談会）
▶https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kokudoseisaku_tk3_000110.html◀

国土交通省 国土政策局 総合計画課
地域班（渡部・藤井・宮下）

TEL：03-5253-8365
E-mail：watabe-h2hr@mlit.go.jp

fujii-y2yu@mlit.go.jp
miyashita-y23i@mlit.go.jp
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